
コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE HEPHAIST Co., Ltd.

最終更新日：2021年6月28日
ヒーハイスト株式会社

代表取締役社長　尾崎浩太

問合せ先：管理部 TEL049-273-7000

証券コード：6433

http://www.hephaist.co.jp

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、企業の社会的責任(ＣＳＲ)を果たし、株主の皆様をはじめとするすべてのステークホルダーから信頼されることが、事業活動において不
可欠であると認識しております。

　また、コーポレート・ガバナンスを強化し充実させることは、経営上の重要課題であると考えており、コーポレートガバナンス・コードの基本原則に
沿ってコーポレートガバナンスの充実に取り組んでまいります。

［基本原則１ 株主の権利・平等性の確保］

　株主の権利を尊重し、平等性の確保に取り組んでまいります。

［基本原則２　株主以外のステークホルダーとの適切な協働］

　株主をはじめ、すべてのステークホルダー（利害関係者）と適切な協働に努めます。

［基本原則３　適切な情報開示と透明性の確保］

　会社情報の適切な開示と企業経営の透明性の確保に努めてまいります。

［基本原則４　取締役会等の責務］

　取締役会による業務執行の監督機能の実効性確保に努めてまいります。

［基本原則５　株主との対話］

　持続的な成長及び中長期的な企業価値向上に資するよう株主等との間で建設的な対話を行います。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

［補充原則１－２－４　議決権電子行使プラットフォームの利用、招集通知の英訳］

　当社の議決権行使比率は現状で議決権行使に大きな支障はないと認識しており、現状では自社の株主における機関投資家や海外投資家の比
率が低いため、議決権電子行使プラットフォームへの参加や、招集通知の英訳は実施しておりませんが、自社の株主における機関投資家や海外
投資家の比率、導入費用等を勘案し引き続き検討してまいります。

　なお、国内投資家の利便性向上のため、電磁的方法による議決権行使システムを導入しております。

［補充原則３－１－２　英語での情報の開示・提供］

　当社は、現在の株主における機関投資家や海外投資家の比率等を踏まえ、英語での情報の開示・提供を実施しておりませんが、引き続き株主
構成、導入費用等を踏まえ検討してまいります。

[補充原則４－１－３　取締役会の最高経営責任者等の後継者計画の策定・運用への主体的関与]

　当社は、最高経営責任者等の後継者については、独立社外取締役及び監査役を含めた取締役会で検討を行い、透明性・公平性の高い後継者
の指名体制を整えているため、具体的な後継者計画は策定しておりません。

[原則４－８　独立社外取締役の有効な活用

補充原則４－８－１　独立社外取締役による会合

補充原則４－８－２　筆頭独立社外取締役]

　当社は、独立社外取締役１名でありますが、当該独立社外取締役は、取締役会において議案に対して外部からの視点で積極的に発言してお
り、独立社外取締役１名を含めた取締役会の監督機能に加え、２名が独立社外監査役で構成された監査役会による監査機能により、現時点では
経営への提言・けん制・経営監視機能の客観性は十分に機能していると考えており、経営効率の向上と的確かつ戦略的な経営判断が行えると判
断し、本体制を採用しております。

　また、独立社外取締役が１名であることから、独立社外取締役による会合及び筆頭独立社外取締役の選任は行っておりませんが、必要に応じ
て、取締役会の議案の事前説明、代表取締役及び監査役会との意見交換を行っており、独立的・客観的な立場での情報収集、認識共有が図られ
ております。

［補充原則４－10－１　指名・報酬に関する社外取締役の関与・助言]

　当社の社外取締役は１名ですが、社外取締役と２名の社外監査役は独立役員として、高い専門的な知識と豊富な経験を活かし、取締役会や各
取締役へ意見を述べるとともに、必要に応じて助言を行っており、取締役の指名及び報酬の決定に関して、その決定プロセスを監視しているた
め、任意の諮問委員会は設置しておりません。

［原則４－11　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件]

　当社の取締役会は、その役割・責務を確実に果たすために、性別、国籍、年齢等の区別なく、多様な知識・経験・能力を持つ取締役、監査役で構
成することで多様性を確保しております。

　結果として、ジェンダーの面で多様性は確保できておりませんが、引き続き個人の属性に関わらない適正規模の取締役会の構成に努めてまいり
ます。

［補充原則４－11－３　取締役会全体の実効性について分析・評価を行った結果の開示]

　当社は、取締役会における議論の活性化や迅速かつ効率的な意思決定に繋がる資料提供等の検討・改善や、取締役会付議事項の見直し等の
機能向上を随時図るほか、取締役会の役割や改善点等について、業務執行取締役と社外取締役が適宜意見交換を実施していることに加え、株
主や機関投資家並びに従業員等との建設的な対話等を通してステークホルダーの信認獲得に努めるなど、本原則を踏まえた実質的な対応は



行っております。

　取締役会全体の実効性にかかる具体的な分析、評価については、適宜、実効性の評価や分析を行っておりますが、定期的な実施や結果の開
示につきましては、引き続き検討してまいります。

［原則５－２　経営戦略や経営計画の策定・公表]

　当社は単年度の数値目標を公表しております。また経営計画における、将来の業績への影響が予想される事項等の各種情報は、適時開示を
行っております。経営戦略については、投資家・アナリスト向けの決算説明会（ＩＲ説明会）において発表しております。なお、中期経営計画の概要
の開示については、今後検討していきます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

［原則１－３　資本政策の基本的な方針］

　当社は、会社の時価総額の拡大を中長期的に高めるためには、負債価値を最小化する財務活動と、将来の営業キャッシュ・フロー見込額を上
昇させる投資活動による持続的な成長が必要と考え、株主資本の水準を各種リスクを許容できる範囲内にコントロールしつつ保持することを資本
政策の基本方針としております。

　また、当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つと認識し、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保
を確保しつつ、配当を行うことを株主還元に関する基本方針としております。

［原則１－４　政策保有株式］

　当社は、株式の価値の変動又は配当の受領によって利益を得ることを目的として保有する株式（純投資株式）以外に保有する株式を政策保有
株式としております。

　政策保有に関する方針として、重要な取引先との関係を長期的かつ安定的に維持発展させ、当社及び当該企業の競争力・収益力の持続的な
成長を図ることを目的として保有することとしており、随時検討を行っておりますが現在政策保有株式はありません。

　当社は、取締役会において、政策保有株式の保有目的、経営成績、配当性向、取引上の協力関係等が資本コストに見合っているか等を具体的
に精査し、保有の適否を総合的に検証する体制を構築しております。

　また、政策保有株式の議決権の行使に当たっては、個別の議案内容を精査し、当社の政策保有に関する方針に合致するか、健全な経営や企
業価値の向上に資するものか等を総合的に判断して議決権を行使してまいります。

［原則１－７　関連当事者間の取引］

　当社は、取締役が競業又は自己取引及び利益相反取引をするときは、遅滞なくその取引についての重要な事項を法令及び社内規程に基づき、
取締役会に報告し、承認を受けなければならないとしております。

　また、監査役は競業取引及び利益相反取引等の監査を行い、当社の利益を害する可能性のある取引がないかを検証しております。

　なお、開示対象となる取引がある場合は、適時適切な情報開示を行います。

［原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮］

　当社は退職金制度はありますが、企業年金の積立金の運用はないため、財政状態への影響はありません。

［原則３－１ 情報開示の充実］

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　自分たちの都合でモノをつくるのではなく、お客様が何を望み、何に困っているのかをつかみ、それに真摯に応える「義の心」こそ、当社の経営理
念です。

　仕事はまずお客様にご満足いただくことが重要で、利益はその結果としてついてくる。「義の心で真摯に応える」という考えこそ、ヒーハイスト精神
です。

（ⅱ）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「Ⅰ-1.基本的な考え方」に記載しております。

（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　当社は独立社外取締役及び監査役を含めた取締役会を適時的確な意見表明が互いにできる状態で定期に開催しており、2021年２月12日（金）
開催の定時取締役会において「取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等決定」について決議を行い、出席者全員異議なく承認可決し
ております。

　なお、詳細につきましては本報告書のⅡ－１ 機関構成・組織運営等に係る事項【取締役報酬関係】に記載の通りであります。

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系としており、個
人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容について委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締
役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた賞与の評価配分としております。なお、取締役及び監査役の報酬等の決定に関す
る方針につきましては、株主総会招集通知及び有価証券報告書にて開示しております。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　取締役については、当社の経営理念・経営方針・事業内容・経営課題等に関する知識・理解・経験を有しており、当社経営における迅速かつ効
率的な意思決定と当社の更なる発展に貢献することを期待できる人物を社内外から総合的に評価したうえで選定し、取締役会での審議を経て、
株主総会に選任議案を諮るものとしております。

　監査役については、適正な監督機能を確保すべく、当社の経営に関する知見や財務、会計、法律、リスク管理等を中心とした分野における高い
専門性と豊富な経験を有する人物を社内外から総合的に評価したうえで選定し、社外監査役が半数以上を占める監査役会の審議・同意、取締役
会での審議を経て、株主総会に選任議案を諮るものとしております。

　なお、社外取締役及び社外監査役については、企業経営に関する豊富な経験や専門的な知識及び幅広い見識を有し、会社法及び東京証券取
引所が定める独立性基準を満たす人物を選定しております。　

　また、取締役及び監査役の解任に当たっては、職務執行に不正もしくは重大な法令・定款違反があった場合、又は取締役・監査役の要件を満た
さなくなった場合に、解任理由を明らかにした上で取締役会での審議を経て、株主総会に諮るものとしております。

　執行役員は、当社の中長期的な価値最大化に向けた中心的役割を担う人材から選定し、取締役会の決議を経て決定しております。

（ⅴ）取締役会が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　各取締役・監査役候補者の選任理由及び選任に関する判断材料となる略歴、重要な兼職の状況等について、並びに解任理由を株主総会招集
通知へ記載することとしております。



［原則４－１－１　経営陣に対する委任の範囲とその概要］

　当社の取締役会は、法令、定款及び取締役会規程で定める事項を決定しております。また、取締役会決議や業務分掌規程並びに職務権限規
程等により経営陣の役割や責任が定められております。

　また、迅速かつ機動的、効率的な経営展開を図るため、事後の取締役会での承認を必須として、法令及び定款に抵触しない緊急を要する重要
な業務執行事項の決定を代表取締役に委任しております。

［原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質］

　当社は、会社法に定める社外役員の要件、及び東京証券取引所の定める独立基準に従い、独立役員である社外取締役を選任しております。

　今後、社外取締役を選任する場合は、当社の経営理念・経営方針・事業内容・経営課題等に関する知識・理解・経験を有しており、当社経営にお
ける迅速かつ率直・活発で建設的な検討への貢献により当社の更なる発展に期待できる人物を独立社外取締役の候補者として選定いたします。

［補充原則４－11－１　取締役のバランス及び選任に関する方針・手続］

　取締役候補者の指名については、当社の経営理念・経営方針・事業内容・経営課題等に関する知識・理解・経験を有しており、当社経営におけ
る迅速かつ効率的な意思決定と当社の更なる発展に貢献することを期待できる人物を、定款に定める７名以内で担当分野のバランスを考え、社
内外から総合的に評価したうえで選定し、独立社外取締役及び独立社外監査役も出席する取締役会での審議を経て、株主総会に選任議案を諮
るものとしております。

[補充原則４－11－２　取締役・監査役の兼任状況]

　取締役及び監査役の兼任状況は、「株主総会招集ご通知」において毎年開示しております。

[補充原則４－14－２　取締役・監査役に対するトレーニングの方針]

　取締役及び監査役をはじめとした経営幹部については、就任前及び就任時にその役割や責務の説明を行い、当社に関する知識の習得を支援
しております。

　また、適宜必要な外部研修、セミナー等を受講できるよう、費用面を含め会社が支援する体制を取っております。

　なお、役割や責務を果たすために必要になる情報は適宜各部署又は担当役員等から説明しており、さらに、場所や時間に縛られないＷＥＢセミ
ナーを積極的に活用し、知識習得、役割や責務の理解促進のための機会提供や斡旋を行っております。

[補充原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針]

　当社は、株主との信頼関係を築くために従来から対話を重視しており、管理部長が統括し、以下の方針に従って、株主・投資家等との建設的な
対話を促進してまいります。

＜関係部門との連携＞

　株主・投資家等から対話の申し入れがあった場合は、管理部長が取締役、ＩＲ担当部門、経理部門等と対応方法の検討及び情報交換を行い連
携を図り適切に対応しております。

＜対話の手段＞

　株主・投資家等との対話の手段としては、個別面談に加え、投資家・アナリスト向けの決算説明会（ＩＲ説明会）を定期的に開催するほか、株主と
の対話の貴重な機会となる株主総会において、丁寧な説明と十分な質疑時間の確保に努めます。

＜意見等の活用＞

　株主・投資家等からのご意見等は、管理部長又はＩＲ担当部門等から取締役会等において取締役・監査役に報告され、企業価値向上に積極的
に活用しております。

＜インサイダー情報の管理＞

　株主・投資家等との対話における内部情報の管理については、「インサイダー取引防止規程」等の社内規程により、その取扱いに万全を期すよ
うに努めております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

尾崎　浩太 1,403,350 22.77

尾崎　文彦 1,263,550 20.50

小川　由晃 180,000 2.92

岩井コスモ証券株式会社 100,500 1.63

楽天証券株式会社 97,900 1.59

株式会社ＳＢＩ証券 89,402 1.45

有上　宏 85,000 1.38

高水　永夫 81,000 1.31

冨安　理之 70,500 1.14

三浦　美保子 60,800 0.99

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明



・持株比率は自己株式（153,984株）を控除して計算しております。

・持株比率は小数点第３位を四捨五入して表示しております。

・当社は自己株式を153,984株保有しておりますが、上記大株主から除いております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 機械

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 7 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

天野　雅人 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

天野　雅人 ○

天野雅人氏は、株式会社フリーベアコー
ポレーションの代表取締役社長でありま
す。当社と同社は取引がなく、特別な利害
関係はありません。

　グローバル企業かつ製造業における経営部
門での企業経営者としての豊富な経験と実績
及び見識に基づき、当社の企業価値向上に向
けたグローバル展開、新規分野への展開及び
ビジネススタイルの変革を図るに当たり、当社
の経営の客観性、中立性及び妥当性が確保さ
れることを期待したためであります。独立性を
有する社外取締役としての職務を適切に遂行
いただけるものと判断しております。また、東京
証券取引所の定める一般株主と利益相反が生
じる恐れがあるとされる事項に該当しておら
ず、独立役員として指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし



【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　当社の監査役監査は常勤監査役と社外監査役が適宜情報共有を行い、月に１度定期監査役会を実施することで連携を強化しており、独立性を
持った中立的視点から、取締役会及び経営会議その他の重要な会議における取締役の職務執行等に対する意見表明のほか、内部監査室から
定期的に報告を受け、一緒に監査方針を決め、監査を実施しております。また、会計監査人とも定期的に情報交換しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

上條　弘 他の会社の出身者

菅野　浩正 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

上條　弘 ○ ―――

　企業経営について精通しております。その幅
広い経験と見識を活かして、当社の経営に対
するチェックを行っていただくことができると判
断しており、独立性を有する社外監査役として
適任であります。また、東京証券取引所の定め
る一般株主と利益相反が生じる恐れがあるとさ
れる事項に該当しておらず、独立役員として指
定しております。

菅野　浩正 ○ ―――

　他社において監査役としての実績を有してお
り、業務監査、会計監査の双方においてより客
観的な監査が期待でき、中立性及び適法性が
確保されることを期待したためであります。ま
た、東京証券取引所の定める一般株主と利益
相反が生じる恐れがあるとされる事項に該当し
ておらず、独立役員として指定しております。



【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を満たす社外役員をすべて独立役員に指定しております。

　社外取締役１名及び社外監査役２名は、いずれも取引所制定の有価証券上場規程による独立役員の要件を満たしており、会社経営及び財務
会計に関する知見を有しており、社外取締役及び社外監査役としての機能に加え、当社に対して有益な指摘・助言を行っております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

【取締役に対する譲渡制限付株式による報酬制度】

　当社は、取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めるた
め、株価と業績の連動性をより高め、株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスクまでも株主と共有することにより、株価上昇及び業
績向上への意欲や士気を高めることを目的として、当社の社外取締役を除く取締役に対し、譲渡制限付株式を割当てることにつき、2018年６月27
日開催の第56期定時株主総会において承認いただいております。

　この制度を利用し、2018年７月30日に当社普通株式71,700株を新株式として発行価額１株420円、総額30,114,000円で発行し、社外取締役を除く
取締役４名に62,100株、執行役員１名に6,000株、工場長１名に3,600株の割当てを実施しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書及び事業報告書において、役員報酬については取締役、監査役別に総額を開示しております。

直前事業年度に取締役に支払った報酬 支給人員６名 支給総額 105,170千円

直前事業年度に監査役に支払った報酬 支給人員３名 支給総額 12,990千円

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．基本方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、以下の方
針に基づいて決定します。

　ａ．企業業績と企業価値の持続的な向上意欲を保持できる水準であること。

　ｂ．社内外から優秀な人材の確保、維持が可能な水準であること。

　ｃ．経営環境の変化や外部の客観的なデータ等を考慮し、世間水準及び経営内容に見合った水準であること。

　ｄ．従業員給与とのバランスを勘案した水準であること。

　ｅ．総額は、株主総会で決定した年間報酬限度額の範囲内で支給すること。

　ｆ．個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすること。

２．報酬の内容

　業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬としての賞与及び譲渡制限付株式で構成します。ただし、監督機能を担
う社外取締役、非常勤取締役については、基本報酬のみで構成します。また、基本報酬、賞与の総額は株主総会で決定した報酬総額の限度内と
し、譲渡制限付株式の総額は株主総会が決定した譲渡制限付株式総額の限度内とします。



３．基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含みます。)

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて外部専門機関の調査による他社水準を参考として、当社の
業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して取締役会にて決定します。

４．業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は 数の算定方法の決定に関する方針(報酬等を与える時期又は条件の決定に関する

方針を含みます。)

　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績を反映した現金報酬とし、各事業年度の連結営業利益の目標値
に対する達成度合いに応じて算出された額を賞与として毎年、一定の時期に支給します。目標となる業績指標とその値は、中期経営計画と整合
するよう計画策定時に設定し、適宜、環境の変化に応じて役員の意見を踏まえた見直しを行うものとします。

非金銭報酬等は、譲渡制限付株式とし、株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスクまでも株主の皆様と共有することにより、株価上
昇及び業績向上への意欲や士気を高めることを目的として付与するもので、報酬を与える時期及び条件は中期経営計画にて策定し、各役員の割
当数は、役位を勘案して、取締役会にて決定します。

５．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は 非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水
準を踏まえ、上位の役位ほど業績連動報酬のウェイトが高まる構成とし、取締役会において検討を行います。取締役会（委任を受けた代表取締役
社長）は役員の意見内容を尊重し、当該意見で示された種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定します。

　なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、基本報酬：業績連動報酬等：非金銭報酬等＝７：２：１とします（100%達成の場合）。

　(注)業績連動報酬等は、役員賞与であり、非金銭報酬等は、譲渡制限付株式です。

６.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容について委任をうけるものとし、その権限の内容は、各
取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた賞与の評価配分とします。取締役会は、当該権限が代表取締役社長によっ
て適切に行使されるよう、役員に原案を諮問し意見を得るものとし、上記の委任をうけた代表取締役社長は、当該意見の内容に従って決定をしな
ければならないこととします。なお、株式報酬は、役員の意見を踏まえ、取締役会で取締役個人別の割当株式数を決議します。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役（社外監査役）のサポートは、管理部が担当しております。取締役会の開催等に際しては、電話、メール、ＷＥＢ会議システム、グ
ループウェア等で事前説明を行っております。

　また、事前資料が必要な場合はメール、グループウェア等の手段により行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社グループは、企業の社会的責任(ＣＳＲ)を果たし、株主の皆様をはじめとするすべてのステークホルダーから信頼されることが、事業活動に
おいて不可欠であると認識しております。

　また、コーポレート・ガバナンスを強化し充実させることは、経営上の重要課題であると考えております。このためには、公正かつ透明性のある経
営基盤の強化を図り、的確な意思決定と迅速な業務執行を行うように努めてまいります。

　当社の取締役会は、本報告書提出時点で６名の取締役で構成されており、独立性を確保した社外取締役を１名とすることにより、経営に対する
透明性を確保しております。迅速かつ的確な経営判断がなされるよう、毎月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催
し重要事項を決定しております。

　当社の取締役会の構成員は、代表取締役社長尾崎浩太氏、専務取締役尾崎文彦氏、常務取締役福留弘人氏、取締役菜花有三氏、取締役
佐々木宏行氏、及び社外取締役天野雅人氏であります。

　2021年３月期の取締役会は15回開催し、代表取締役社長尾崎浩太氏、専務取締役尾崎文彦氏、常務取締役福留弘人氏、取締役菜花有三氏、
常勤監査役荒井寿晃氏、社外監査役上條弘氏、社外監査役菅野浩正氏、社外取締役天野雅人氏は15回すべて出席しております。

　取締役会の主な検討事項は、法的事項や重要業務事項を決議事項とし、効率的に決定しております。また、必要に応じて臨時取締役会を開催
し、迅速に決議しております。

　当社の監査役会は３名で構成されており、独立性を確保した社外監査役を２名とすることにより、透明性を確保し、経営に対する監視・監査機能
を果たしております。原則毎月１回の監査役会を開催するほか、定期的・網羅的に監査を実施するとともに取締役会をはじめとする重要会議に出
席することで牽制を図っております。

　当社の監査役会の構成員は、常勤監査役荒井寿晃氏、社外監査役上條弘氏、社外監査役菅野浩正氏であります。

　2021年３月期の監査役会は14回開催し、常勤監査役荒井寿晃氏、社外監査役上條弘氏、社外監査役菅野浩正氏は14回すべて出席しておりま
す。

　監査役は取締役会や経営会議などの重要会議に出席し、取締役や執行役員から必要に応じて報告を受けている体制をとっております。また、
監査役は必要に応じて意見を述べるなどで業務の適正性を監査する体制をとっております。　

　内部監査は、社長直轄の内部監査室(１名)を設置し、内部監査を実施、経営組織の整備状況、業務運営の準拠性、効率性及び経営資料の正確
性、妥当性を検討、評価しております。

　監査役と社長直轄の内部監査室との相互連携につきましては、内部監査室が監査した各部門の業務プロセスの適正性及び経営の妥当性、効
率性等について、内部監査室が定期的に監査役会に参加して内部監査報告をするなどで情報・意見の交換を行い、その実効性を高めるよう努め
ております。

　会計監査人には太陽有限責任監査法人を選任、監査契約を締結しており、会計監査を受けております。なお、2021年３月期においては太陽有
限責任監査法人として監査業務を執行した公認会計士は３名であり、監査業務に係る補助者は、公認会計士及びその他の計７名であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は監査役制度を採用しており、取締役会及び監査役会を設置し、毎月の取締役会等の重要会議で情報を共有化するなど、企業の統治体
制を確保しております。

　さらに、経営判断を迅速かつ適切に行えるよう、取締役及び監査役並びにその他検討事項に応じて責任者が出席する経営会議を毎月１回開催
しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
　法定期日より早めて発送しております。

　また、招集通知の発送に先駆け、当社ウェブサイト及び東京証券取引所に登録、開示し
ております。

集中日を回避した株主総会の設定
　定時株主総会は、集中日より早い日程を設定しております。　

　また、当社ウェブサイトでは、招集通知及び報告書を掲載しています。

電磁的方法による議決権の行使 　書面による議決権行使のほかインターネットによる議決権行使も可能としております。

その他 　定時株主総会に係る議決権行使結果は臨時報告書として開示しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　年２回（本決算説明会及び第２四半期決算説明会）、決算概況及び今後の事

業展開等について説明を行っております。
あり

IR資料のホームページ掲載
　四半期、本決算期において決算短信を掲載するほか、当社新聞掲載記事

・プレスリリース情報等の掲載を通じて、投資家の皆様に当社の現状を

ご理解いただき、適正な評価を受けられるよう情報開示に努めております。

IRに関する部署（担当者）の設置
　ＩＲ担当役員を代表取締役社長 尾崎浩太、ＩＲ担当部署を管理部とし、アナリ

ストや機関投資家あるいは個人投資家への対応を行っております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は、「企業倫理綱領」にＣＳＲ（企業の社会的責任）を規定し、法令及び定款、社会的
規範を遵守しております。

　ＣＳＲを果たすために「ヒーハイスト　企業行動憲章」を制定し、全従業員に周知徹底して
おります。

　また、社内規程の中の「企業倫理綱領」を社内で共有化しており、様々なステークホル
ダーとより良い信頼関係を構築するものとしております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　環境保全の取り組みを強化、継続するため、全社で環境省策定の環境マネジメントシス
テム『 エコアクション２１ 』 を導入、運用しています。

　エコアクション２１は、環境への取り組みについて環境省が策定したガイドラインに基づ
く、

第三者による認証・登録制度です。

　取り組み状況は 「環境経営レポート」 として、エコアクション２１のWEBサイト

(http://www.ea21.jp/ ) で公表しています。



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　広く社会とのコミュニケーションを図り、企業情報を積極的かつ公正に開示するとともに、
適切な情報管理を行います。

(ⅰ)社会が真に必要としている情報を適時適切に開示し、積極的な広報・広聴を通じて社
会とのコミュニケーションを図ります。

(ⅱ)株主、投資家等との関係を重視し、情報開示を含むＩＲ活動を通じて、株主、投資家等
の企業経営、企業活動に対する理解の促進に努めます。

(ⅲ)取引先及び顧客の情報、並びに重要な経営資産である企業秘密情報については適切
な情報管理の徹底に努めます。

(ⅳ)不正競争防止法やインサイダー取引規制等に反することのないよう、企業秘密情報の
入手、利用、開示に際して、適切な内部管理を行います。

(ⅴ)特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の知的財産権を重視かつ尊重し、定められた
手続きに従って知的財産権の権利化を行うとともに、他人の知的財産権を侵害しないよう
努めます。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、「企業倫理綱領」にＣＳＲ（企業の社会的責任）を規定し、法令及び定款、社会的規範を遵守しております。

　ＣＳＲを果たすために「ヒーハイスト企業行動憲章」を制定し、全従業員に周知徹底しております。また、方針に“反社会的勢力及び団体には、毅
然たる態度で対応します” と定めており、全従業員に周知徹底しております。

　「コンプライアンス規程」に法令やその他ルールの遵守を規定しております。また、内部統制事務局を設置し、組織を通じて全従業員に周知徹底
しております。

　「企業倫理ヘルプライン規程」を制定し、法令違反や不正に対する内部通報の体制を構築しております。また、弁護士と顧問契約を締結し、外部
通報の窓口としております。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、取締役会の議事録及び取締役会の職務執行に係る情報、その他稟議書等の社内文書は、「取締役会規程」及び「文書管理規程」の定
めにより適切に作成・保存し、取締役及び監査役が確実かつ速やかに検索・閲覧可能な状態で保管・管理しております。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　さまざまなリスクを想定して「リスクマネジメント基本規程」を制定しております。法的リスク、財務リスク、人的リスク、社会的・信用上のリスクなど
に対応できるよう、想定されるリスクを抽出し、不測の事態に備えております。また、「危機管理基本規程」により、リスク管理体制を構築し、リスク
への対応を図っております。

　リスクマネジメント・コンプライアンス委員会を組織し、万が一の不測事態が発生した際にすぐに招集する体制を構築しております。

　労働災害を未然に防止するため、「安全衛生管理規程」を制定し、安全衛生管理組織を構築し、労働災害の発生を抑制するための活動を実施し
ております。さらに、万が一事故が発生した際に、「事故処理規程」に従い、適切な処理を図るような体制を構築しております。

　ＩＴ資産及び無形資産を保護するため、「情報システム管理規程」及び「情報セキュリティ基本規程」を制定し、情報の流出や壊失を防止する体制
を構築しております。

　製品品質の適正性を確保するため、「ISO9001品質マネジメントシステム」を取得し、品質保証体制を構築し、製品不具合の発生及び流出を未然
に防止する活動を実施しております。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　「取締役会規程」に基づいて、毎月１回の定時取締役会を開催し、法的事項、重要業務事項を決議事項とし、効率的に決定しております。また、
必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速に決議しております。

　経営会議を毎月１回開催しており、取締役、監査役及び業務責任者も参加し、業務の執行に関する事項を決定しております。

　「職務権限規程」で執行役員以下従業員の権限委譲の基準を明確にし、重要事項は取締役の決裁、取締役会の決議としております。稟議書は
発行基準を明確にし、全取締役により確認され、監査役のチェックを経て執行可否を決定する体制をとっております。

（５）従業員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　従業員は、「企業倫理綱領」及び「コンプライアンス規程」に従い、法令や社会的規範を遵守しております。

　「職務権限規程」に基づいて、執行役員以下従業員の職務権限を規定し、従業員が決裁できる範囲を明確にしております。従業員の権限の範囲
を超える案件につきましては、稟議書の決裁、取締役会決議としております。

　内部監査室を設置し、「内部統制基本方針書」に従って内部統制システムが適正に運用されているかをチェックし、有効性を確保する体制を構築
しております。また、内部監査の結果を取締役会に報告することを義務付けております。

（６）次に挙げる体制その他の会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制

　「関係会社管理規程」により、子会社の責任者は必要に応じて親会社の重要会議などで報告することを定めております。

　ロ．子会社の損失の危機管理に関する規程その他の体制

　「リスクマネジメント基本規程」及び「危機管理基本規程」により、リスク分類ごとの売上損失、財産損失、賠償責任負担、人的損失、企業イメージ
損失等に関するリスク管理体制を整備しております。

　ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　子会社の組織体制を明確にしていることに加え、親会社でも子会社業務をサポートする体制を構築しております。

　ニ．子会社の取締役会等及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　子会社における規律は、親会社の各規程に準じております。また、親会社は子会社の財務・業務の情報収集及び管理をしております。さらに、子
会社の内部統制システムが適正に運用されているかのチェックを図り、法令や定款に適合しているかを確認し、定期的に改善を促しております。

　「監査役監査基準」及び「内部統制システムに係る監査の実施基準」に子会社に対する監査項目を規定し、子会社の業務監査を実施しておりま
す。

（７）監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項

　監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する従業員を置くこととしております。

（８） 監査役の職務を補助すべき従業員の取締役からの独立性に関する事項並びに当該従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役を補助する従業員の人事異動、人事評価及び懲戒処分については、監査役会の意見を尊重した上で行うものとし、取締役から独立性を
確保するものとしております。

（９）監査役の職務を補助すべき従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項

　「監査役監査基準」及び「内部統制システムに係る監査の実施基準」により、監査役は監査の実効性を高め、かつ、監査職務を円滑に執行する
ため、取締役から独立した従業員に対する指示の実効性を確保しております。

（10）次に掲げる体制その他の監査役への報告に関する体制

　イ．取締役及び従業員が監査役に報告するための体制

　「監査役会規程」及び「監査役監査基準」並びに「内部統制システムに係る監査の実施基準」に基づいて、取締役や従業員が監査役に報告をし、
監査役からも必要に応じて報告を求める体制をとっております。また、監査役会を毎月１回開催し、意見交換及び監査方針を定めております。

　監査役は会計監査人と定期的に会合し、監査に関する情報交換をして情報の共有化を図っております。



　監査役は内部監査室と定期的に会合し、内部監査室から内部統制の調査結果を報告する体制をとっております。また、必要に応じて監査方針
を定め、内部監査室と協力体制で業務の適正を監査しております。

　監査役は取締役会や経営会議などの重要会議に出席し、取締役や執行役員から必要に応じて報告を受けている体制をとっております。また、
監査役は必要に応じて意見を述べるなどで業務の適正を監査する体制をとっております。

　ロ．当該会社の子会社の取締役、監査役、執行役員、業務を執行する従業員等の職務を行うべき者から報告を受けた者が監査役に報告するた
めの体制

　「関係会社管理規程」により、重要事項が発生した場合は、子会社から報告を受けた者が取締役会で報告する体制を整備しております。また、子
会社の従業員からの報告を受けた取締役及び執行役員は毎月の取締役会で監査役会に業務報告をしております。

（11）監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社は企業倫理に従い、健全で透明性のある企業体制を整備しております。そのため、監査役に報告をした者が、不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制をとっております。

（12）会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は償還の処理に
係る方針に関する事項

　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議のうえ、
当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理します。ま
た、監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、一定額の予算を設けております。

（13）その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制

　監査役会は３名で組織し（うち２名は社外監査役）、「監査役会規程」及び「監査役監査基準」並びに「内部統制システムに係る監査の実施基準」
に従って監査を実施し、毎月開催する監査役会で監査報告及び意見交換を行っております。

　監査役は、発行された稟議書を全てチェックし、必要に応じて意見を述べ、取締役や従業員に質疑をすることで、稟議に対して牽制を図っており
ます。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社の企業行動憲章に「反社会的勢力及び団体には、毅然たる態度で対応します。」と定めており、反社会的勢力に対しては、弁護士、警察等
とも連携して組織的に対応いたします。

　以上のような体制を常に見直して改善に努め、取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、今後更なる高
度な体制を構築してまいります。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　当社は、当社の決定を支配する者は、株主が受けるべき利益が損なわれることのないように、当社全体の持続的な成長と企業価値の向上を実
現させるという目的を理解している者でなければならないと考えておりますが、具体的な買収防衛策の導入を予定しておりません。

　当社株式に対する大規模買付行為があった場合には、当該大規模買付行為の是非を株主の皆様が適切に判断できるよう、適時適切な情報開
示に努めるとともに、法令及び定款の許容する範囲内で所要の対策を講じてまいります。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　コーポレート・ガバナンス体制の役割分担を明確化することで機動性を確保し、迅速な決定と執行を行える経営体制を実現するとともに外部から
の意見も積極的に取り入れ、企業運営に活かし、経営の透明性、公正性の向上を図ることにより会社運営の健全性の維持に努めてまいります。






